
要旨

　　本研究は , 授業中の簡易な座位中断が , 児童の身体活動及び授業への学習態度・効果へ
　及ぼす影響を調査した . 56名の小学５年生が本研究に参加した . Day 1には通常の授業が実
　施され , Day 2から Day 4の間 , 各授業で開始20-30経過後に座位中断が実施された . 座位
　中断では , 児童は椅子から立ち上がり , 机の周りを１周歩いた . 対象者は , 授業時間 , 授業
　時間外 , 学校時間（授業時間と授業時間外）における歩数及び身体活動レベルを測定する
　ため , 加速度計を Day 1から Day 4まで装着した . 質問紙により授業時間内の集中力 , 眠
　気 , 楽しさ , 落ち着き , 理解度が Day 1と Day 4に調査された . Day 2から Day 4における
　授業時間の座位行動は Day 1に比べ低値であった（27.9±7.0 vs 31.5±7.8 分 / 時間 ,

　 p<0.001）. 授業中の眠気は Day 1に比べて Day 4で低下した（p<0.05）. 授業時間及び授
　業時間外における座位中断回数はいずれも Day 1に比べ , Day 2から Day 4において増加
　した（p<0.05）. 授業時間外における歩数 , 中高強度活動は , Day 1に比べ , Day 2から
　Day 4において低下した（いずれも p<0.001）. 授業中の座位中断は , 学校における座位
　行動を減少させ , 授業中の眠気を低下させることに寄与した . しかし , 中高強度活動の
　減少がみられたため , 授業中の座位中断と並行し , 授業時間外の身体活動の減少を防ぐ
　ための取組みを行うことが必要となる可能性がある .

緒言

現代社会において , 肥満や生活習慣病は最も大きな健康問題の1つであり , これらの予防・
改善のために身体活動量の増加が重要であることは広く知られている . また , 近年では一般的
に1.5 Mets 以下の身体活動として定義される1） , 座位行動が健康に及ぼす影響にも注目が集ま
る . 近年の成人及び子どもにおける座位行動に関する研究により , 座位行動の長さや頻度の増
加が総死亡率や心血管疾患等の種々の健康問題に関するリスクの増加と関連することが明らか
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になった2-4）. 他方 , 持続した座位行動の中断により血管機能や血圧 , 糖代謝の改善に寄与でき
る可能性も示されている5）. すなわち , 肥満や生活習慣病の予防のため , 身体活動の増加と共に , 

座位行動の減少が重要であると考えられる .

座位行動の現状として , 国外の成人を対象とした調査において , 座位行動が覚醒時間の55-

60% を占めることが報告されている6,7）. 日本人は , 他国に比べると座位行動時間が長い傾向に
あり8）, 20-50歳の勤労者では覚醒時間の約70% を座位行動が占めることが報告されている9）. 

子どもの座位行動の実態について , 加速度計を用いた定量的なデータが近年いくつか報告され
ている . 中でも日本人を対象としたデータとして , 幼稚園児から中学生男女の座位行動は平均
441分 / 日であり , 覚醒時間の53.7% を占めることが報告された10）. 他の小学生を対象とした先
行研究においても , 平日 , または休日を含む数日間における座位行動は加速度計の着装時間の
概ね45-60% を占めることが報告されており11-13）, 比較的多くの時間を座位行動で過ごしている
実態が分かる . 加えて , テレビ視聴時間など , 子どもの時期の座位行動の一部は , 成長後の座
位行動に関連する可能性が示唆されている14, 15）. したがって , 生涯にわたり健康的な身体活動
習慣を獲得するために , 子どもの時期における座位行動を減少させる取組みの必要性がある .

子どもの座位行動の内訳として , 学校以外の時間と比べて学校時間の座位行動の割合が高い
ことが示されている16, 17）. さらに , 小学生を対象にした研究では , 授業中の約60-70% が座位行
動であったことを報告しており18, 19）, 学校現場 , とりわけ授業時間 , に焦点を当てた座位行動
減少のための取組みの必要性がある . 先行研究では , 学校における座位行動を減らすため , 健
康教育プログラムの実施や遊具及び運動用具の提供 , 及びそれらを併用した介入が多く実施さ
れている20）. 授業中の座位行動に着目したものとして , 国外ではスタンディングイーゼルの使
用や座位中断アクションによる影響21, 22）, 日本ではスタンディングデスクの使用による影響が
調査された23）. これらの研究では , いずれも介入により座位時間の減少や中高強度身体活動の
増加が報告されている21, 23）.

しかし , 学校 , とりわけ授業時間 , の座位行動を減らすための取組みについての検討はまだ
十分でない . 特に , 実際に学校現場に導入することを考えれば , 費用面での負担が少なく , 簡
単に実践できる方法が望ましいが , そのような方法は確立されていない . そこで , 本研究では , 

追加の用具等が必要なく , 簡便に実施できる座位中断を授業中に行い , 1） 児童の身体活動状況
および授業態度・効果の変化 , 2） 教師による座位中断行動を含む授業の実践性の評価 につい
て明らかにすることを目的とした . 本研究の仮説は , 授業に座位中断を行うことにより , 学校
での座位行動が減少すること , また , 授業中の座位中断により生じる授業態度・効果の低下は
僅かであると考えた .

方法

対象者
本研究は , 宮崎県内の同じ小学校に通う５年生の児童100名及び５年生３クラスの担任教師

３名を対象とした . すべての対象者と , 児童では保護者に対し本研究の概要や予測される危険
性について説明を行い , 理解を得た後 , 書面にて自発的な同意を得た . 本研究は宮崎大学教育
学部研究倫理委員会で承認を得て実施された（承認番号2021-11-E-1119）.
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研究手順
本研究は2021年12月中の４日間に実施された . 調査対象とした４日間は , いずれも１校時あ

たり45分の授業が６校時まで行われた . 調査１日目（Day 1）は普段通りの授業が行われ , 調
査２日目 , ３日目 , ４日目（Day 2, Day 3, Day 4）は , 体育（運動領域）を除く各授業において , 

授業開始20 ～ 30経過時に座位中断が行われた . 座位中断は , 椅子から起立し , 机の周りを歩い
て一回りするよう指示され , １分程度で完了された .

調査期間中 , 活動量計を用いて歩数及び身体活動強度を測定した . また , Day1と Day4に授
業に対する集中度 , 眠気 , 楽しさ , 落ち着き , 理解度についてアンケート調査を行った . 

加速度計による歩数 , 活動レベル , 座位行動の測定
活動量の測定には３軸加速度センサー内臓の活動量計（Actimarker EW4800, Panasonic 製）

を用いた . 調査開始の前日 , 対象者は歩数等が表示されている液晶画面がブラインドされた活
動量計を配布され , 登校日である平日４日間にわたり活動量計を装着した．装着部位は左右ど
ちらかの上前腸骨棘付近とした . 活動量計を装着しなかった時間は自記式アンケートによって
記録するよう教示した . 対象者には , 活動量計を起床時に装着し , 就寝時に取り外すこと , 装
着中は水泳など水中での動作を伴う場合 , 体育の授業中 , 活発な活動を伴う課外活動（スポー
ツ活動など）の際は , 故障や怪我の恐れがあるため活動量計を外すことをそれぞれ指示した . 

そのため , 対象者は学校時間のみならず , 起床時から就寝時まで活動量計を装着していた .

使用した活動量計は , 上下 , 左右 , 前後の加速度を20Hz で検出し , １分間の平均合成加速
度を算出する . 得られた合成加速度は , 酸素摂取量との回帰式を使用し , １分ごとの活動強
度（Metabolic Equivalents: METs）値に換算された24）. 本研究では , 活動強度が≤1.5 METs

のすべての覚醒行動を座位活動1）, > 1.5− <3.0 METs の活動を低強度活動（light physical 

activity: LPA）, ≥3.0− <6.0 METs の 活 動 を 中 強 度 活 動（moderate physical activity: 

MPA）, ≥6.0 METs 以上の活動を高強度活動（vigorous physical activity: VPA）として
定義した25）. なお , ≥3METs の活動は中高強度活動（moderate-vigorous physical activity: 

MVPA）として定義した . 座位行動においては , 座位行動が連続で計測された最長時間 , なら
びに座位行動が中断された回数を評価した . 座位行動の中断は , 座位行動が計測された次の1
分間以降で座位行動より高い強度の活動（>1.5METs）が計測された場合に中断回数を１回と
してカウントした .

本研究では , 学校外の時間においてクラブ活動や入浴後に活動量計の再装着を失念したと思
われる者が散見された . そのため , 本研究ではデータの信頼性の最も高い学校時間内のデータ
のみを解析対象とした . 学校時間のデータは , 授業時間と授業時間外に分けて解析した . 授業
時間のデータについて , 授業内容の違いによる活動量への影響を除外するため , 体育（体育領
域）の授業時間は解析対象から除外した . 休み時間 , ホームルーム , 給食時間は授業時間外に
含めた .

授業に対する集中度 , 眠気 , 落ち着き , 理解度 , 楽しさ
児童及び授業を担当した教師を対象に , 授業に対する集中度 , 眠気 , 落ち着き , 理解度 , 楽し

さを自作の質問紙を用いて５件法で調査した（図１）. Day 1では調査開始前１週間 , Day4で
は Day2-Day4までの３日間の授業の状況を回答した . 調査対象期間中の授業の状況について , 
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児童は授業中の平均的な自分の状況について回答し , 教師は児童の様子について回答した . ま
た , Day 4で実施した調査では , 教師から座位行動を含む授業を実践して感じた授業運営上の
メリット・デメリットについて自由記述で回答を得た .

統計
本研究の歩数 , 活動強度 , 活動時間に関するデータは平均値±標準偏差で示す . また , 授業

に対する集中度 , 眠気 , 楽しさ , 理解度に関するデータは , 中央値（四分位範囲）で示す . 活
動量計のデータについて , 同意が得られた者のうち , 介入期間中のデータ欠損がなく , 学校時
間における装着が確認できた56名を解析対象とした . 座位中断行動を含む授業の実施前後に
おける歩数 , 活動強度 , 活動時間の比較には対応のある t 検定を用い , 授業に対する集中度 , 

眠気 , 楽しさ , 理解度の比較にはウィルコクソンの順位和検定を用いた . 統計処理には SPSS 

Statistic ver. 27 （IBM 社製）を用い , 有意水準５% 未満をもって有意な差があると判別した . 

結果

歩数 , 活動レベル , 座位行動
調査期間中における歩数 , 活動レベル , 座位行動に関するデータを表１に示す . 通常の授

業（Day1）と比較して , 授業中に座位中断を行った場合では（Day2-4）, 学校時間全体にお
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図 1. 授業中の集中度 , 眠気 , 楽しさ , 理解度についての質問票



いて座位行動 , 歩数 , MPA, VPA, MVPA に有意な減少がみられた（いずれも p<0.01）. また , 

LPA と座位中断回数に有意な増加が認められた（いずれも p<0.05）.

通常の授業と比較して , 授業中に座位中断を行った場合では , 授業中の座位行動と座位継続
時間が有意に減少し（いずれも p<0.001）, LPA と座位中断回数が有意に増加した（いずれも
p<0.05）. また , 授業時間外の LPA と座位中断回数が有意に増加し（いずれも p<0.001）, 歩数 , 

MPA, VPA, MVPA が有意に減少した（いずれも p<0.001）.

授業中の集中度 , 眠気 , 楽しさ , 落ち着き , 理解度
調査期間中に実施した授業中の集中度 , 眠気 , 楽しさ , 理解度に関するアンケート結果を表

２, 表３に示す . 児童では , 通常の授業と比較して , 授業中に座位中断を行った場合では , 眠気
が有意に低下した（p=0.036）. 授業中の集中度 , 楽しさ , 落ち着き , 理解度に有意な変化は認
められなかった（表２）. 教員では , 授業中に座位中断を行った場合 , 児童の授業中の集中度 , 

眠気 , 楽しさは３名中２名が , 落ち着きと理解度は３名中１名が改善したと評価した . また , 
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表 1. 授業中の座位中断による学校時間 , 授業中 , 授業外の身体活動状況の変化



授業中の座位行動に関して , 「気分転換になったようである」という意見や「授業が中断する
ことで集中力や落ち着きが低下するようであった」という意見がみられた（表３）.

考察

本研究は , 小学５年生を対象に授業中に座位中断を実施することにより生じる身体活動 , 座
位行動 , 並びに授業中の集中力 , 理解度 , 眠気 , 落ち着き , 楽しさの変化について調査した . 本
研究の結果 , 授業中の座位中断により , 授業中の座位継続時間の低下及び眠気の改善が認めら
れた . また , 授業外の時間においても座位中断行動を実施する回数と低強度運動時間が増加し
たが , 中高強度活動や歩数には減少がみられた . 
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表 2. 授業中の座位中断による児童の授業に対する集中力 , 眠気 , 落ち着き , 理解度 , 楽しさの変化

表 3. 教師からみた児童の授業中の集中度 , 眠気 , 落ち着き , 理解度 , 楽しさ , 及び授業運営に対する評価



子どもの座位行動は健康アウトカムと関連することが報告されており , 座位活動減少へ向け
ての取り組みの必要性が指摘される3, 20）. 本研究では , Day 1において普段の身体活動状況を調
査した . 普段の学校時間の座位行動は平均177分であり（表１）, これは装着時間の42% に該当
した . この結果は , 日本の高学年小学生を対象に１日の活動量を調査した先行研究10, 11）の結果
と比べると10% 程度低いが , 本研究では解析対象が学校時間に限定されていることが要因の1
つだと考えられる . また , 海外における先行研究と同様に18, 19）, 授業時間の座位行動は学校時
間の座位行動の約75% を占めており , 本対象においても学校で生じる座位行動の大部分が授業
に関連したものであることが明らかとなった . 

子どもの学校における座位活動を減少させるため , 日本では休み時間の用具提供や , 授業中
におけるスタンディングデスクを使用するといった介入が実践されている23, 26, 27）. これらの研
究では児童の座位時間の減少など好ましい身体活動の変化が認められているが , 導入に際する
金銭面での負担も懸念されている27）. 本研究では実施した座位中断は , 授業中に立ち上がり , 

机の周りを歩行するというものであった . 新たな用具等を必要とせず , 簡便に実施できる利点
がある . その効果として , 座位中断を実施した期間（Day 2-4）では , 平常時（Day 1）に比べ , 

座位中断回数や LPA の増加が認められ , 学校での座位時間は10% 程度減少した . これらの結
果は , 本研究で授業中に実施した座位中断の方法が , どの学校においてもすぐに実践可能な方
法でありながら , 児童の学校における座位行動を減少させる手立てとして有効であることを示
すものだと考えられる . 

本研究では , 授業時間外においても座位中断回数や LPA の増加が認められた . 本研究では
直接的な評価は行っていないが , 本介入が児童の座位中断に対する意識を高めることに繋が
り , これらの変化が生じた可能性がある . 一方 , 先行研究と異なり23）, 座位行動減少のための
介入によって , 授業外の時間や学校時間全体での歩数及び MVPA は減少していた . 先行研究
では , 高強度運動や高齢者での運動トレーニング , 学校における体育授業の増加により , エネ
ルギー代償や運動に対する満足感から , 運動時以外の身体活動が減少する可能性が示唆されて
いる28-30）. 本研究では , 座位中断として , 立位姿勢への移行と歩行動作からなる強度の低い身
体活動を１分程度行った . この座位中断により推定される消費エネルギー量は僅かであり , エ
ネルギー代償というよりも , 介入により不活動が解消されたという満足感により授業時間外に
おける身体活動が低下した可能性が考えられる . MVPA は身体活動の中でも特に生活習慣病
の罹患率や総死亡率との関連が強いことが報告されており31,32）, 低下による健康上の悪影響が
懸念される . 先行研究では , 座位行動の減少と MVPA 増加のための介入を並行して行う方法
が提示されている22,33）. 授業中の座位中断により , 特に授業時間外の MVPA 減少が生じる可能
性を示した本研究の結果は , 授業中の座位行動を減少させる取組みだけでなく , 並行して学校
生活全体で身体活動を増加させる取組みを実施する必要性を示唆するものであると考えられ
る .

本研究では , 児童及び教師から得たアンケートにより , 授業中の座位中断による授業態度等
の変化について明らかにした . 児童では , 授業中の座位中断行動により , 眠気が改善されたこ
とが認められた . 集中力 , 理解度 , 落ち着き , 楽しさについては授業中の座位中断による変化
は認められなかったが , これら平常の授業でも良好な状態であったために , 変化が生じなかっ
た可能性がある . また , 教師では , 授業中の座位中断により , 児童の集中力 , 眠気 , 理解度 , 落
ち着き , 楽しさについて３名中１~ ２名の教員が改善したと評価し , 悪化を示す回答は１件も
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なかった . すなわち , 児童及び教員からは , 評価対象とした授業態度・効果に関する項目につ
いて , 授業中に座位中断を行うことによるネガティブな影響はみられなかった . この点は , 授
業中における座位中断の有用性を示すものだと考えられる . ただし , 本研究で実践した座位中
断は , 一旦授業を中断して実施する必要があり , 教師の記述回答からは , 授業の流れが中断し , 

児童生徒の集中力や落ち着きが一時的に悪化している様子がみられる . クラス全体としてこれ
らに有意な低下は認められていないが , この点は今後も十分に検討が必要であると思われる .

本研究は , 日本の子どもを対象に , 実際の学校環境下において , 簡便に実施できる方法を用
いて座位中断方法の効果を検証した点に強みがある . 一方 , いくつかの点で研究の限界がみら
れる . 本研究は , 調査校の状況を鑑み , 1日のベースライン , ３日間の介入期間のデータから身
体活動量の変化を検討しており , 調査期間の短さに起因する結果の妥当性の低さが懸念され
る . 身体活動量には変動があるため , 一般的には概ね３～７日間かけて各タイミングでの身体
活動量が評価される34）. 本研究で認められた身体活動量の差 , すなわち介入後における座位時
間の減少 , LPA の増加 , MVPA の低下 , は介入期間中３日間の日差変動を上回る変化ではあっ
たことは確認したものの（未掲載データ）, より妥当性の高いデザインでの研究の実施が必要
だと思われる . また , 本研究では , 活動量計の解析対象を学校時間に限定しており , 学校時間
外の状況について明らかにすることができなかった . 学校では , 教育活動により身体活動が固
定化される場面が多く , 活動量の変化が検出されにくい可能性がある . 本研究では , 授業中に
介入を行うことで授業時間外の身体活動にも変化が認められている . １日の身体活動全体へ及
ぼす介入の効果を明らかにするため , 学校時間外を含む身体活動調査も実施される必要がある
だろう . 最後に , 本研究では調査校が1校に限られており , 解析対象としたサンプル数も十分で
ない . また , 調査校の特性から , 児童や教師における介入効果の評価に一定のバイアスを含む
可能性を否定できない . したがって , 本研究の結果は一般化することが難しく , 他地域の学校
や , 他の学校種も含む対象において更なる調査が望まれる .

結論

小学校児童に対し , 立位及び歩行動作からなる簡便な座位中断を授業中に行うことで , 学校
での座位行動を減少させることができ , 授業中の眠気の改善にも繋がる可能性が示された . し
かし , 座位中断を行うことで授業時間外における歩数及び MVPA の減少が生じたため , 授業
時間における座位行動の減少と並行し , 学校生活全体をとおして MVPA を増加させる取組み
を実践することが必要となる可能性がある .
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